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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

中間連結会計期間

第83期

中間連結会計期間
第82期

会計期間
自　2025年１月１日
至　2025年６月30日

自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 （百万円） 33,069 34,557 69,758

経常利益 （百万円） 2,443 1,983 5,081

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,752 1,485 3,285

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 2,357 3,524 4,744

純資産額 （百万円） 60,429 63,021 61,906

総資産額 （百万円） 87,577 87,745 85,030

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 38.16 33.05 71.78

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.0 71.8 72.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,764 2,418 2,420

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,808 △612 △2,575

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,309 △2,310 △2,773

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 12,063 8,054 8,463

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(１)経営成績の状況

当中間連結会計期間（2026年１月１日～2026年６月30日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景

に、個人消費に持ち直しの動きが見られるほか、設備投資も持ち直すなど、全体として緩やかな回復基調で推移し

ました。一方で、物価上昇の継続、原材料・エネルギー価格の動向、米国の通商政策の動向に加え、緊迫化する中

東情勢を背景とする地政学的リスクの高まり等により、先行きは依然として不透明な状況が続きました。

当社グループの主な需要先であります建設業界におきましては、公共投資は堅調に推移し、民間設備投資も持ち

直しの動きがあるものの、慢性的な建設労働者不足を背景とした工事進捗の遅れにより、鉄筋コンクリート造など

の着工床面積に停滞がみられたほか、労務費の高騰や鋼材価格の高止まり等が継続し、依然として厳しい環境で推

移いたしました。

このような経営環境のなか、当社グループは、最終年度を迎えた中期経営計画「OX-2026（okabe

Transformation 2026）」において、カスタマー・セントリック（顧客が抱える課題を最優先で解決するための体

制整備と取組みの実施）、人的資本経営の実践と経営基盤の強化、DXのさらなる推進の３つを事業戦略の骨子とし

て掲げ、会社の持続的発展と企業価値の向上に向け、計画の総仕上げに取り組んでまいりました。

 

当社グループの事業別の業績は、以下のとおりであります。

①　建設関連製品事業

仮設・型枠製品は、既存顧客との取引深耕及び新規顧客の獲得に注力したものの、需要の減少を補いきれ

ず、売上高は前年同期と比べ低調に推移いたしました。

土木製商品は、政府が進める国土強靭化政策を背景とした土砂災害防止関連製品の需要取込みに注力した結

果、売上高は底堅く推移し、前年同期並みとなりました。

構造機材製商品は、当社の主力である柱脚製品において、改良版セレクトベースの販売は伸びているもの

の、競合他社との競争激化の影響や、大型物件向けの販売が伸び悩んだ結果、売上高は前年同期と比べ減少い

たしました。

建材商品は、一部資材において中東情勢の影響を受け供給制限や遅れなどが発生しましたが、特約店との強

固な連携を活かした需要の取込みにより、売上高は前年同期と比べ増加いたしました。

建材製商品（海外）は、米国において、インフラ投資雇用法の期限を控え、底堅い建設需要を着実に取り込

んだ結果、売上高は前年同期と比べ好調に推移いたしました。

これらの結果、建設関連製品事業における売上高は318億９千７百万円（前年同期比6.4％増）となりまし

た。一方で利益面におきましては、販売構成の変化、並びに販売手数料や人件費等の販管費の増加などの影響

を受け、営業利益は16億３千３百万円（前年同期比11.2％減）となりました。

 

②　その他の事業

産業機械製品は、大型案件の期ずれの影響や、前年同期における特注品等の高付加価値製品の反動減などに

より、売上高は前年同期と比べ減少いたしました。

海洋資材製品は、大型浮魚礁製品の設置工事の受注等に取り組んだものの、前年同期における大型案件の反

動減や公共事業案件の期ずれ等の影響があり、売上高は前年同期と比べ減少いたしました。

自動車関連製品は、主要顧客からの需要取込みなどにより、売上高は前年同期と比べ増加いたしました。

これらの結果、その他事業における売上高は26億５千９百万円（前年同期比14.2％減）となりました。利益

面におきましては、減収による影響に加え、前年同期における高付加価値製品や大型案件の反動などから営業

利益は１億７千３百万円（前年同期比60.0％減）となりました。

 

以上の結果、当中間連結会計期間における連結業績は、売上高は345億５千７百万円（前年同期比4.5％増）、営

業利益は18億６百万円（前年同期比20.5％減）、経常利益は19億８千３百万円（前年同期比18.8％減）、親会社株

主に帰属する中間純利益は14億８千５百万円（前年同期比15.2％減）となりました。
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(２)財政状態の分析

①　資産

流動資産は主に商品及び製品の増加により前連結会計年度末に比べ８億５千１百万円増加し、476億２千８百

万円となりました。

固定資産は主に投資有価証券の増加により前連結会計年度末に比べ18億６千５百万円増加し、401億３百万円

となりました。

以上の結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ27億１千４百万円増加し、877億４千５百万円となりまし

た。

 

②　負債

流動負債は主に支払手形及び買掛金の増加により前連結会計年度末に比べ15億７百万円増加し、162億５千５

百万円となりました。

固定負債は主にその他（リース債務）の増加により前連結会計年度末に比べ９千２百万円増加し、84億６千８

百万円となりました。

以上の結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ15億９千９百万円増加し、247億２千３百万円となりまし

た。

 

③　純資産

純資産合計は前連結会計年度末に比べ11億１千４百万円増加し、630億２千１百万円となりました。また、自

己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.0ポイント減少し、71.8％となりました。

 

(３)キャッシュ・フローの状況

　　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローに係る収入24億１千

８百万円、投資活動によるキャッシュ・フローに係る支出６億１千２百万円、財務活動によるキャッシュ・フロー

に係る支出23億１千万円となったことなどにより、前連結会計年度末と比べ４億９百万円減少し、80億５千４百万

円となりました。

 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、24億１千８百万円となりました(前年同期は37億６千４

百万円の収入)。主な要因は、棚卸資産の増加によるものであります。

 

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローにおける支出は、６億１千２百万円となりました(前年同期は18億８百万

円の支出)。主な要因は、有形固定資産の取得による支出の減少によるものであります。

 

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローにおける支出は、23億１千万円となりました(前年同期は13億９百万円の

支出)。主な要因は、自己株式の取得による支出の増加によるものであります。

 

(４)経営環境及び優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営環境及び優先的に対処すべき事業上

及び財務上の課題について重要な変更はありません。

 

(５)研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億７千９百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数(株)
(2026年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月７日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 47,290,632 47,290,632
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 47,290,632 47,290,632 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年１月１日～

2026年６月30日
－ 47,290,632 － 6,911 － 6,039
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

トルク株式会社 大阪府大阪市西区南堀江２丁目７－４ 5,355 12.07

 日本マスタートラスト信託銀行

 株式会社（信託口）

 東京都港区赤坂１丁目８－１　赤坂インタ

 ーシティＡＩＲ
4,035 9.09

 日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６－６

（東京都港区赤坂１丁目８－１　赤坂イン

ターシティＡＩＲ）

1,388 3.12

 株式会社みずほ銀行

 （常任代理人　株式会社日本カ

 ストディ銀行）

 東京都千代田区大手町１丁目５－５

 （東京都中央区晴海１丁目８－12）
1,134 2.55

 株式会社三菱ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 1,015 2.28

岡部　和子  東京都江東区 1,004 2.26

第一生命保険株式会社

（常任代理人　株式会社日本カ

ストディ銀行）

東京都千代田区有楽町１丁目13－１

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
870 1.96

株式会社日本カストディ銀行

 （信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 826 1.86

エムエム建材株式会社 東京都港区東新橋１丁目５－２ 600 1.35

 東京海上日動火災保険株式会社  東京都千代田区大手町２丁目６－４ 591 1.33

計 － 16,822 37.91

（注）１　上記のほか、自己株式が2,924千株あります。

２　2025年12月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社みずほ銀

行及びその共同保有者であるアセットマネジメントＯｎｅ株式会社が2025年12月15日現在で以下の株式を所有

している旨が記載されているものの、当社として株式会社みずほ銀行を除き、2026年６月30日現在における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は株主名簿に基づいて記載しております。

　　なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 1,284 2.72

アセットマネジメントＯｎｅ株式

会社
東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 751 1.59

３　2025年12月15日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三菱ＵＦ

Ｊ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社が

2025年12月８日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として株式会社三菱ＵＦＪ

銀行を除き、2026年６月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」は

株主名簿に基づいて記載しております。
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　　なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 1,165 2.36

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 568 1.15

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

株式会社
東京都港区東新橋１丁目９－１ 311 0.63

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,924,800

完全議決権株式（その他）
普通株式

（注）１
44,324,300 443,243 －

単元未満株式
普通株式

（注）２
41,532 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  47,290,632 － －

総株主の議決権  － 443,243 －
 
（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式248,000株

（議決権の数2,480個）が含まれております。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式88株及び株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株

式47株が含まれております。

　　　３　当社は、2026年３月27日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式50,650株の処分を決議

し、2026年４月24日付で処分いたしました。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

岡部株式会社

東京都墨田区押上２丁目

８番２号
2,924,800 － 2,924,800 6.18

計 － 2,924,800 － 2,924,800 6.18

（注）１　株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式248,000株は、上記自己株式等に含まれておりません。

　　　２　当社は、2026年３月27日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式50,650株の処分を決議

し、2026年４月24日付で処分いたしました。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、アーク有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,021 8,616

受取手形、売掛金及び契約資産 13,520 12,792

電子記録債権 6,872 6,274

商品及び製品 11,387 13,058

仕掛品 1,423 1,689

原材料及び貯蔵品 3,367 4,130

その他 1,214 1,092

貸倒引当金 △31 △26

流動資産合計 46,777 47,628

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,042 14,264

機械装置及び運搬具（純額） 1,952 2,096

土地 5,287 5,402

その他（純額） 1,091 1,456

有形固定資産合計 22,373 23,219

無形固定資産   

のれん 1,379 1,294

その他 1,332 1,773

無形固定資産合計 2,712 3,067

投資その他の資産   

投資有価証券 9,834 10,629

その他 3,442 3,319

貸倒引当金 △125 △133

投資その他の資産合計 13,151 13,815

固定資産合計 38,238 40,103

繰延資産   

社債発行費 15 13

繰延資産合計 15 13

資産合計 85,030 87,745
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,856 4,591

電子記録債務 6,212 5,380

短期借入金 1,124 1,723

未払法人税等 151 731

その他 3,401 3,827

流動負債合計 14,747 16,255

固定負債   

社債 1,750 1,750

長期借入金 3,352 3,136

株式給付引当金 205 219

退職給付に係る負債 1,615 1,621

資産除去債務 53 53

その他 1,400 1,689

固定負債合計 8,376 8,468

負債合計 23,124 24,723

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,911 6,911

資本剰余金 5,983 5,990

利益剰余金 42,382 42,905

自己株式 △1,271 △2,725

株主資本合計 54,006 53,081

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,772 4,297

為替換算調整勘定 3,937 5,454

退職給付に係る調整累計額 173 167

その他の包括利益累計額合計 7,882 9,919

非支配株主持分 18 19

純資産合計 61,906 63,021

負債純資産合計 85,030 87,745
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 33,069 34,557

売上原価 22,572 24,065

売上総利益 10,496 10,491

販売費及び一般管理費 ※１ 8,222 ※１ 8,684

営業利益 2,273 1,806

営業外収益   

受取利息 27 14

受取配当金 117 143

スクラップ売却収入 45 71

その他 98 40

営業外収益合計 289 271

営業外費用   

支払利息 44 36

投資事業組合運用損 43 25

その他 30 32

営業外費用合計 118 94

経常利益 2,443 1,983

特別利益   

固定資産売却益 3 3

投資有価証券売却益 167 287

特別利益合計 170 291

特別損失   

固定資産処分損 9 8

店舗閉鎖損失 － 5

その他 20 －

特別損失合計 29 14

税金等調整前中間純利益 2,585 2,259

法人税等 832 774

中間純利益 1,752 1,485

非支配株主に帰属する中間純利益 0 0

親会社株主に帰属する中間純利益 1,752 1,485
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 1,752 1,485

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6 525

為替換算調整勘定 591 1,518

退職給付に係る調整額 6 △5

その他の包括利益合計 604 2,038

中間包括利益 2,357 3,524

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,357 3,523

非支配株主に係る中間包括利益 △0 1
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,585 2,259

減価償却費 872 887

のれん償却額 85 85

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △22 △4

受取利息及び受取配当金 △145 △158

支払利息 44 36

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △167 △287

訴訟等関連費用 17 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,109 1,570

その他の流動資産の増減額（△は増加） △176 △328

棚卸資産の増減額（△は増加） △743 △2,055

仕入債務の増減額（△は減少） 240 △203

その他の流動負債の増減額（△は減少） △403 335

未払消費税等の増減額（△は減少） △45 △90

未払法人税等（外形標準課税）の増減額

（△は減少）
5 71

その他 94 73

小計 4,352 2,194

法人税等の支払額 △563 △279

法人税等の還付額 － 503

訴訟等関連費用の支払額 △23 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,764 2,418

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,472 △439

有形固定資産の売却による収入 13 18

無形固定資産の取得による支出 △427 △519

投資有価証券の取得による支出 △101 △101

投資有価証券の売却による収入 308 334

定期預金の預入による支出 △485 △356

定期預金の払戻による収入 104 355

保険積立金の積立による支出 △109 △77

保険積立金の払戻による収入 219 －

利息及び配当金の受取額 141 160

その他 △0 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,808 △612

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 4,778 4,621

短期借入金の返済による支出 △4,244 △4,082

長期借入れによる収入 100 －

長期借入金の返済による支出 △221 △216

自己株式の取得による支出 △600 △1,500

配当金の支払額 △928 △962

利息の支払額 △43 △38

リース債務の返済による支出 △150 △133

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,309 △2,310

現金及び現金同等物に係る換算差額 52 95

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 699 △409

現金及び現金同等物の期首残高 11,364 8,463

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 12,063 ※１ 8,054
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社及び当社グループ会社従業員の労働意欲の向上や従業員の経営参画意識を促し、かつ従業員の福

利厚生制度の拡充を目的とし、自社の株式を従業員に交付する制度である信託型の従業員インセンティブプラン

「株式付与ＥＳＯＰ信託」の導入をしております。

①　取引の概要

本制度では、株式付与ＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）信託（以下「ＥＳＯＰ信託」とい

う。）と称される仕組みを採用します。ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ制度を参考にした従業員インセ

ンティブプランであり、ＥＳＯＰ信託が取得した株式を、予め定める株式交付規程に基づき、一定の要件を

満たした従業員に対し交付するものであります。

本制度に係る会計処理については「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用しております。

 

②　信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は、前連結会計年度212百万円、当中間連結会計期間

208百万円であり、期末株式数は、前連結会計年度252,802株、当中間連結会計期間248,047株であります。
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（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

従業員給与及び手当 2,235 百万円 2,238 百万円

退職給付費用 135 　〃 135 　〃

株式給付引当金繰入額 12 　〃 12 　〃

運賃荷造費 1,611 　〃 1,600 　〃

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

現金及び預金 12,553 百万円 8,616 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △490 　〃 △561 　〃

現金及び現金同等物 12,063 百万円 8,054 百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１　配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年２月26日

取締役会
普通株式 930 20.00 2024年12月31日 2025年３月12日 利益剰余金

（注）１　配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が、基準日現在に保有する当社株式270,127株に対する配当金５

百万円を含んでおります。

２　１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の

末日後となるもの

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年７月31日

取締役会
普通株式 917 20.00 2025年６月30日 2025年９月３日 利益剰余金

（注）１　配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が、基準日現在に保有する当社株式261,255株に対する配当金５

百万円を含んでおります。

２　１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、2025年２月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式705,300株の取得を行いました。また、2025

年３月28日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式59,670株の処分を行いました。こ

の結果、単元未満株式の買取りによる取得も含め、当中間連結会計期間において自己株式が548百万円増加し、

当中間連結会計期間末において自己株式が2,774百万円となっております。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１　配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年２月27日

取締役会
普通株式 963 21.00 2025年12月31日 2026年３月11日 利益剰余金

（注）１　配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が、基準日現在に保有する当社株式252,802株に対する配当金５

百万円を含んでおります。

２　１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の

末日後となるもの

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年７月31日

取締役会
普通株式 931 21.00 2026年６月30日 2026年９月３日 利益剰余金

（注）１　配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が、基準日現在に保有する当社株式248,047株に対する配当金５

百万円を含んでおります。

２　１株当たり配当額には、特別配当５円を含んでおります。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、2026年２月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,559,100株の取得を行いました。また、

2026年３月27日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式50,650株の処分を行いまし

た。この結果、単元未満株式の買取りによる取得も含め、当中間連結会計期間において自己株式が1,453百万円

増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が2,725百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

当社グループは、建設関連製品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

当社グループは、建設関連製品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

 

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日） 

仮設・型枠製品 3,218 2,945

土木製商品 3,439 3,457

構造機材製商品 10,284 9,934

建材製商品 13,025 15,560

その他 3,101 2,659

外部顧客への

売上高
33,069 34,557

（注）売上高には、顧客との契約から生じる収益とそれ以外の収益を含めておりますが、そのほとんどが顧客と

の契約から生じる収益であり、それ以外の収益に重要性はないため、区分表示しておりません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

１株当たり中間純利益 38円16銭 33円05銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,752 1,485

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,752 1,485

普通株式の期中平均株式数（株） 45,911,603 44,954,741

（注）１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　株主資本において自己株式として計上されている株式付与ＥＳＯＰ信託口に残存する自社の株式は、１株当

たり中間純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前中間連結会

計期間266,435株、当中間連結会計期間250,678株）。

（重要な後発事象）

（関税還付金等の受領）

当社の連結子会社であるOCM, Inc.において過年度に輸入した商品に係る関税について、米国税関当局からの

還付が決定し、還付金及びこれに伴う利息として合計6,169千米ドル（約961百万円）を受領いたしました。

なお、本件による影響は、翌連結会計期間（第３四半期連結会計期間）に計上する予定であります。
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２【その他】

（1）期末配当

2026年２月27日開催の取締役会において、2025年12月31日現在における株主名簿に記載又は記録された株主に次

のとおり第82期の期末配当金を支払うことを決議いたしました。

１　期末配当による配当金の総額　　　　　　　　 　　　963百万円

２　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　21.0円

３　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　2026年３月11日

 

（2）中間配当

2026年７月31日開催の取締役会において、2026年６月30日現在における株主名簿に記載又は記録された株主に次

のとおり当期中間配当金を支払うことを決議いたしました。

１　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　 　　　931百万円

２　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　21.0円

３　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　2026年９月３日

EDINET提出書類

岡部株式会社(E01412)

半期報告書

18/21



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

岡部株式会社(E01412)

半期報告書

19/21



 
 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月６日

岡部株式会社

取締役会　御中

 

アーク有限責任監査法人

東京オフィス

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植木　一彰

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石嵜　祥平

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岡部株式会社

の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、岡部株式会社及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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